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「泥と相撲を取っているようだ。むなしい。」令
和元年 10 月 12 日に上陸した台風 19 号は東日本を
中心に大きな被害をもたらしました。かき出して
もかき出しても減らない土砂を相手に疲労困憊し
た被災者の言葉が忘れられません。
私達は、安心・安全で営み続ける国土を目指し
て社会インフラの整備を進めて来ました。整備に
あたっては、過去に発生したデータを基に設計手
法や施工方法の改訂をも繰り返してきました。東
日本大震災発生以降、“想定外との発言を封印し、
危機を想定内にする。そしてそれに備える。” との
方針が各界から発信され、過去を検証し教訓とす
る取り組みが広範に進められてきました。それに
も関わらず、“こんな経験は初めてだ” という言葉
は現在も繰り返されています。
台風 19 号による被害の拡大には、発生時の日
本近海の海面水温の上昇が影響しており、こうし
た自然災害の発生が地球温暖化に起因している
との見解は、国際社会の共通認識でありますが、
COP25 での議論に見られるように既に危機的状況
であることは明らかです。このように環境が急速
に変化している現在、災害の発生は防ぎきれない
との前提に立ち、現状を正確に把握し、災害発生
の状況を出来るだけ精緻に予測・衆知し、被害の
最小化を図る事が肝要と考えます。
当研究所では、昨年 10 月 “河川 CIM を活かし
た多自然川づくり” を主テーマとする「川の自然
再生」セミナーを開催しました。その取り組みに
は濃淡はあるものの全国で試行されたCIM（Civil 
Information Modeling）について事例発表と熱心な
質疑応答が行われた事は意義深く、地道な活動に
挑戦している皆さんに大きく心を動かされました。
その一方で、国土交通省では生産性向上、並び
に社会インフラの総合的マネジメントを目指して
CIMに関する試行研究を進め、平成 28 年度からは
i-Construction として発展させ、ICTの活用を主導
していますが、その展開は未だ拡がりを欠いてい
ると言わざるを得ません。しかし、少子高齢化社
会において多くの課題を抱える建設界の発展には、
これらの活用は不可欠であり、その裾野を拡げる
粘り強く継続的な活動が必須であることは言うま
でもありません。
私は民間企業で 17 年間の地方勤務の後、1985
年に本社へ異動し、全社の諸会議に出席する機会
を与えられました。会議では技術・営業・経営全
般にわたる議論がなされましたが、その内容は幅
広く、その後の私に大きな影響を与えたものが数
多くあります。その一つが将来の建設生産システ
ムについての議論でした。そこでは当時社内世論
がまだ盛り上がりを欠く中、2次元、3 次元 CAD
の活用展開が提起されました。将来の生産革命
に必須と熱く語る建築技術者が議論を牽引した結
果、それは全社活動となり、現在のBIM（Building 
Information Modeling）に結実しました。当時、私

自身は個々の違いはあるにしても構造系を基本的
に共有する建築分野では可能でも、材料は共通で
あっても多工種（橋梁・ダム・トンネル・LNG等）
に亘る土木分野での適用は難しいのではないかと
考えていました。その後、この建築生産システム
が BIM として開花するまでには 20 年近くかかり
ましたが、これにより調査・設計・調達・施工・
維持管理のサイクルを廻し、進化させる事によっ
て大規模建造物の見える化が可能となりました。
このBIMへの挑戦に着目した当時の国土交通省
の指導者が CIM への取り組みを指示したのが 15
年前と記憶しています。何事につけ、新しい事に
挑戦することには、一定の理解は得られても異論
が出てなかなか進まないものですが、この展開に
あたっては指導者の熱い想いとそれを粘り強く継
続する組織力によって強力に推進され、今に至っ
ているのです。
近い将来、高い確率で発生が予測されている首
都直下、南海トラフ巨大地震への備えには産・官・
学を挙げて取り組まれています。そうした中、昨
年発生した豪雨災害の様に予測し得えない気候変
動の要素が加わる現状を鑑みれば、過日のCIMの
試行事例研究を一層進化させ、流域全体の防災の
ため、流域CIMを実用化させる必要があると考え
ます。課題は多々あると思いますが、次世代通信
技術「5G」の本格的なサービスも今春スタートす
ると言われています。異分野の方々と協働するこ
とで、課題を解決し、今こそCIM活用を一歩進め
る転機となる事を切に願うものです。
リバーフロント研究所及びその活動を支えて下
さっている皆さん！！当研究所は我が国の発展の
過程で本来の姿を変えてきた流域社会の自然の再
生を目指して、全国各地域の皆さんと協働して 30
年余りになります。その結果、湧水・地下水の保全・
活用、各地の特性を活かしたかわまちづくり、多
自然川づくり、河川生態系の研究と河川管理への
適用等と裾野の拡がった成果に繋がった事は、皆
さんの地道な活動の賜物です。更には、当研究所
が事務局を務めるARRN/JRRN（アジア／日本河
川・流域再生ネットワーク）の活動の推進も加速
したと思います。一方、頻発する豪雨災害での復
旧・復興には、自然再生、環境に配慮した河川整
備を基本方針として参りますが、加えて、流域社
会の豪雨災害に対して被害を最小にするという流
域マネジメントの観点も肝要です。この活動は当
研究所だけで対処できる事ではありませんが、豊
富な経験を有する皆さんを始めとするこの集団が
求心力を高め、活動の道標（みちしるべ）を目指
そうではありませんか。新しい事への挑戦が、人も、
技術も、組織も発展させる事は歴史が証明してい
ます。人、技術、組織の垣根、壁を乗り越えて社
会から期待されるリバーフロント研究所を目指し
て！！

１．はじめに
水循環に関する施策は、「健全な水循環の維持又

は回復」という目標を共有し、個別の施策を相互
に連携・調整しながら進めていくことが重要であ
る。また、政府全体で総合的に調整しながら進め
ていくことが必要な施策も多い。
そこで、平成 26 年 7 月に水循環基本法（平成

26 年法律第 16 号）が施行され、平成 27 年 7 月に
は我が国の水循環施策の道しるべとなる水循環基
本計画が閣議決定され、国、地方公共団体、民間
団体等が連携して水循環に関わる施策を着実に実
施してきた。
水循環基本計画は、おおむね 5年毎に見直しを

行い、必要な変更を加えるものとしており、本年
夏頃の閣議決定を目指して各方面の幅広いご意見
を踏まえながら見直しを行っているところである。
平成 30 年 10 月には「水循環施策の推進に関する
有識者会議」（座長：東京大学未来ビジョン研究セ
ンター　沖大幹教授）を設置し、これまでに、水
循環をめぐる現状と課題、施策のレビュー等につ
いて幅広い分野からのご意見をいただいた。また、
令和元年 12 月 24 日に開催した第 5回の本会議で
は、次期水循環基本計画のたたき台へのご意見を
いただいたところである。
本稿では、水循環をめぐる現状と課題、次期水

循環基本計画において重点的に取り組む主な内容
を紹介する。

２．水循環をめぐる現状と課題
（1）これまでに実施した主な施策
現行の水循環基本計画に基づいて、これまで各

分野において以下のような施策が実施された。
①流域連携の推進等
・ 流域の総合的かつ一体的な管理を行うため、地
方公共団体等が令和 2年 1月までに 44 計画の流
域水循環計画を策定した（図）。

・地方公共団体等の取組を支援するため、平成 30
年 7 月に「流域マネジメントの手引き」を作成
するとともに、平成 30 年 7 月及び令和元年 10
月にその優良事例をまとめた「流域マネジメン
トの事例集」を作成した。

②貯留・涵養機能の維持及び向上
・森林が有する多面的機能を総合的かつ高度に発

揮させるため、森林の整備や保全の取組を推進
した。
・河川や下水道において、洪水や雨水を安全に流
下させるため、雨水を貯留又は地下に浸透させ
る貯留管や雨水貯留浸透施設の整備を推進した。

③貯留・涵養機能の維持及び向上
・令和元年10月に水道法の一部を改正する法律（平
成 30 年法律第 92 号）が施行され、水道事業の
広域連携や多様な官民連携、水道事業者等によ
る適切な資産管理など、水道の基盤の強化を図
るための施策を拡充した。
・社会全体で河川の洪水氾濫に備える「水防災意
識社会」を再構築するため、堤防整備、河道掘
削等のハード対策に加え、平成 31 年 1月に「「水
防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画」
を改定するなど、ソフト対策を適切に組み合わ
せた防災・減災対策を推進した。
・持続可能な地下水の保全と利用に関する地方公
共団体等の取組を支援するため、令和元年 8月
にそのノウハウや留意点をまとめた「地下水マ
ネジメントの手順書」を作成した。
・持続的な汚水処理システムの構築に向けて、適
切な役割分担の下、下水道、集落排水施設、浄
化槽のそれぞれの有する特性、経済性等を総合
的に勘案して、計画的かつ効率的な生活排水対
策を実施した。
・農村地域の生態系ネットワークの保全・回復、「森
里川海」の保全・再生等により、水辺空間の保全・
再生等に対する取組を推進した。また、流域の
多様な地域社会と地域文化を継承・再生する取
組を実施した。

④健全な水循環に関する教育の推進等
・学校教育や現場見学・現場体験等により、森林
や河川等の水循環に関する教育を実施した。
・水循環に関する普及啓発、広報として、「水の日」
及び「水の週間」の関連行事を開催するとともに、
水循環に関する表彰や情報発信等を実施した。

⑤民間団体等の自発的な活動を促進するための措置
・森林、農地、水路等を保全・管理する地域コミュ
ニティの活動を支援した。
・民間団体等の水循環に関する活動を促進するた
め、水に関する官民連携の場を提供した。

水循環基本計画の見直しについて
内閣官房水循環政策本部事務局
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⑥水循環施策の策定及び実施に必要な調査の実施
・流域における水循環の現状や実態を把握するた
め、公共用水域における水量、水質、水の利用量、
地下水の水位等に関する調査を実施した。

・気候変動への対応を検討するため、気象データ
の精度向上、地球温暖化とその影響の予測等に
関する調査研究を実施した。

⑦科学技術の振興
・水質・地下水・地盤沈下などの解析技術、影響
評価、水環境リスクの分析手法、気候変動を観
測する人工衛星等の研究開発等を実施した。

⑧国際的な連携の確保及び国際協力の推進
・国際会議等の場において、我が国の水循環に関
する経験・知見を海外に発信するとともに、水・
防災分野への公共投資の重要性を提言した。
・平成 30 年 8 月に海外社会資本事業への我が国事
業者の参入の促進に関する法律（平成 30 年法律
第 40 号）が施行され、官民が連携して、我が国
が有する経験・知見・技術を活用したインフラ
システムの海外展開を推進した。

⑨水循環に関わる人材の育成
・水循環に関わる人材を育成するため、地方公共

図　流域水循環計画の作成状況（令和 2 年 1 月現在）

団体等の職員に研修を実施した。
・平成 27 年 9 月に国際連合が採択した持続可能な
開発目標（SDGs）の達成に貢献するため、専門
家の派遣や研修員の受入れ等により、開発途上
国の水資源に携わる人材の育成を実施した。

（2）今後の主な課題
健全な水循環の維持又は回復に当たっては、依

然として以下を含む多くの課題が残されている。

①流域連携
流域の総合的かつ一体的な管理の取組について

は、水循環に高い関心を持つ一部の地域において
実施してきているが、全国的に見れば地域的な偏
りが見られる。また、水循環の現状や取組の効果
がわかりづらいこと、地方公共団体等の水循環に
関する知見が必ずしも十分ではないことなどが課
題となっている。
②貯留・涵養機能の維持・発揮
過疎化、少子高齢化が進行している地域を中心

に、健全な水循環の維持又は回復に資する森林、
農地等について必要な手入れが十分になされない
ことにより、水源涵養機能などの多面的機能の維
持・発揮が困難となるおそれがある。また、都市
化の進展等による雨水の地下浸透量の減少は、都
市における湧水の枯渇、平常時の河川流量の減少
とそれに伴う水質の悪化、洪水時の流量増加をも
たらすおそれがある。
③水インフラの老朽化
水インフラは、終戦後の昭和 20 年代から整備さ

れ、戦後の復興と発展を支える重要な役割を果た
してきた。しかし、多くの施設において老朽化が
進んでおり、地震などの大規模自然災害により長
期間にわたる機能停止のリスクが増大している。
④水災害
近年、我が国は、平成 27年 9月関東・東北豪雨、
平成30年 7月豪雨、令和元年台風第19号等の激し
い水害に相次いで見舞われ、多くの人命や財産が失
われるなど、甚大な被害が発生している。また、短時
間強雨や大雨の頻度の増大などといった地球温暖化
に伴う気候変動の影響等により、水害、土砂災害な
どが頻発化・激甚化している。渇水についても、依
然として毎年のように取水制限等が実施されており、
将来、気候変動により、無降水日数の増加や積雪量
の減少による渇水の増加が予測されており、渇水が
頻発化、長期化、深刻化することが懸念されている。
⑤持続可能な地下水の保全と利用
地盤沈下については、近年、地下水の過剰摂取

による大きな沈下は見られなくなったものの、依
然として沈下が続いている地域が多数存在し、渇
水時に沈下が進行する地域もある。
⑥水環境
水質については、湖沼や閉鎖性水域で依然とし

て環境基準を満足していない水域があるほか、事
業場や非特定汚染源からの地下水の汚染、生態系
の保全などの課題が依然として残されている。
⑦水循環に関する調査と技術開発
水インフラの老朽化、気候変動による洪水、渇

水等の水災害リスクの増大、水循環に伴う物質循
環の変化、地下水に関する実態把握等について、
人工衛星等による監視・観測情報も活用しつつ、
分析・解明や技術開発が求められている。
⑧生態系、水辺空間、水文化
各流域において、人口減少や地域経済の縮小等

による地域社会の衰退に加え、自然と社会の急激
な変化やその影響により、生物等の生息・生育・
繁殖環境でもある水辺空間の保全・再生、健全な
水源地域の維持、多様な水文化の継承等が困難に
なる状況も生じている。
⑨普及啓発、広報、教育
日常生活の中で水に触れ合う機会が減少してお

り、特に若い世代において水循環に関する認知度
や水への認識、意識が低い傾向にある。これらの
課題については、地域の住民や民間団体等が水循
環への理解を深め、自発的に健全な水循環の維持
又は回復に向けて取り組むことが求められている。
⑩国際的な連携、国際協力
世界の多くの人々にとって、安全な飲料水やト

イレ等の衛生施設の継続的な利用等が依然として
困難な状態にある。SDGs の目標 6（水・衛生）に
おいて、令和 12 年までを期限とする目標の一つに
「すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能
な管理を確保する。」ことが掲げられた。また、食
料不足や農村の貧困問題については、農村コミュ
ニティにおける水管理の組織・技術が不十分な状
態にある。さらに、アジア地域の新興国を中心と
して水インフラ整備への膨大な需要が見込まれて
いる。このように、世界が直面している水問題は
多岐にわたるとともに変化しており、我が国を含
む世界全体に悪影響を及ぼしかねない。
⑪人材育成
今後、我が国においては、人口規模等の社会構

造が変化する中で、水インフラの運営・維持管理、
調査研究、技術開発等の人材が不足し、適切な管
理水準の確保が困難になるおそれがある。
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⑥水循環施策の策定及び実施に必要な調査の実施
・流域における水循環の現状や実態を把握するた
め、公共用水域における水量、水質、水の利用量、
地下水の水位等に関する調査を実施した。

・気候変動への対応を検討するため、気象データ
の精度向上、地球温暖化とその影響の予測等に
関する調査研究を実施した。

⑦科学技術の振興
・水質・地下水・地盤沈下などの解析技術、影響
評価、水環境リスクの分析手法、気候変動を観
測する人工衛星等の研究開発等を実施した。

⑧国際的な連携の確保及び国際協力の推進
・国際会議等の場において、我が国の水循環に関
する経験・知見を海外に発信するとともに、水・
防災分野への公共投資の重要性を提言した。
・平成 30 年 8 月に海外社会資本事業への我が国事
業者の参入の促進に関する法律（平成 30 年法律
第 40 号）が施行され、官民が連携して、我が国
が有する経験・知見・技術を活用したインフラ
システムの海外展開を推進した。

⑨水循環に関わる人材の育成
・水循環に関わる人材を育成するため、地方公共

図　流域水循環計画の作成状況（令和 2 年 1 月現在）

団体等の職員に研修を実施した。
・平成 27 年 9 月に国際連合が採択した持続可能な
開発目標（SDGs）の達成に貢献するため、専門
家の派遣や研修員の受入れ等により、開発途上
国の水資源に携わる人材の育成を実施した。

（2）今後の主な課題
健全な水循環の維持又は回復に当たっては、依

然として以下を含む多くの課題が残されている。

①流域連携
流域の総合的かつ一体的な管理の取組について

は、水循環に高い関心を持つ一部の地域において
実施してきているが、全国的に見れば地域的な偏
りが見られる。また、水循環の現状や取組の効果
がわかりづらいこと、地方公共団体等の水循環に
関する知見が必ずしも十分ではないことなどが課
題となっている。
②貯留・涵養機能の維持・発揮
過疎化、少子高齢化が進行している地域を中心

に、健全な水循環の維持又は回復に資する森林、
農地等について必要な手入れが十分になされない
ことにより、水源涵養機能などの多面的機能の維
持・発揮が困難となるおそれがある。また、都市
化の進展等による雨水の地下浸透量の減少は、都
市における湧水の枯渇、平常時の河川流量の減少
とそれに伴う水質の悪化、洪水時の流量増加をも
たらすおそれがある。
③水インフラの老朽化
水インフラは、終戦後の昭和 20 年代から整備さ

れ、戦後の復興と発展を支える重要な役割を果た
してきた。しかし、多くの施設において老朽化が
進んでおり、地震などの大規模自然災害により長
期間にわたる機能停止のリスクが増大している。
④水災害
近年、我が国は、平成 27年 9月関東・東北豪雨、
平成30年 7月豪雨、令和元年台風第19号等の激し
い水害に相次いで見舞われ、多くの人命や財産が失
われるなど、甚大な被害が発生している。また、短時
間強雨や大雨の頻度の増大などといった地球温暖化
に伴う気候変動の影響等により、水害、土砂災害な
どが頻発化・激甚化している。渇水についても、依
然として毎年のように取水制限等が実施されており、
将来、気候変動により、無降水日数の増加や積雪量
の減少による渇水の増加が予測されており、渇水が
頻発化、長期化、深刻化することが懸念されている。
⑤持続可能な地下水の保全と利用
地盤沈下については、近年、地下水の過剰摂取

による大きな沈下は見られなくなったものの、依
然として沈下が続いている地域が多数存在し、渇
水時に沈下が進行する地域もある。
⑥水環境
水質については、湖沼や閉鎖性水域で依然とし
て環境基準を満足していない水域があるほか、事
業場や非特定汚染源からの地下水の汚染、生態系
の保全などの課題が依然として残されている。
⑦水循環に関する調査と技術開発
水インフラの老朽化、気候変動による洪水、渇
水等の水災害リスクの増大、水循環に伴う物質循
環の変化、地下水に関する実態把握等について、
人工衛星等による監視・観測情報も活用しつつ、
分析・解明や技術開発が求められている。
⑧生態系、水辺空間、水文化
各流域において、人口減少や地域経済の縮小等
による地域社会の衰退に加え、自然と社会の急激
な変化やその影響により、生物等の生息・生育・
繁殖環境でもある水辺空間の保全・再生、健全な
水源地域の維持、多様な水文化の継承等が困難に
なる状況も生じている。
⑨普及啓発、広報、教育
日常生活の中で水に触れ合う機会が減少してお
り、特に若い世代において水循環に関する認知度
や水への認識、意識が低い傾向にある。これらの
課題については、地域の住民や民間団体等が水循
環への理解を深め、自発的に健全な水循環の維持
又は回復に向けて取り組むことが求められている。
⑩国際的な連携、国際協力
世界の多くの人々にとって、安全な飲料水やト
イレ等の衛生施設の継続的な利用等が依然として
困難な状態にある。SDGs の目標 6（水・衛生）に
おいて、令和 12 年までを期限とする目標の一つに
「すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能
な管理を確保する。」ことが掲げられた。また、食
料不足や農村の貧困問題については、農村コミュ
ニティにおける水管理の組織・技術が不十分な状
態にある。さらに、アジア地域の新興国を中心と
して水インフラ整備への膨大な需要が見込まれて
いる。このように、世界が直面している水問題は
多岐にわたるとともに変化しており、我が国を含
む世界全体に悪影響を及ぼしかねない。
⑪人材育成
今後、我が国においては、人口規模等の社会構
造が変化する中で、水インフラの運営・維持管理、
調査研究、技術開発等の人材が不足し、適切な管
理水準の確保が困難になるおそれがある。
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３ ．次期水循環基本計画において「重点的に取り
組む主な内容」の 3 本柱
これまでの水循環に関する施策の実施状況、残さ
れている課題や社会情勢の変化等を踏まえ、次期水
循環基本計画では、特に次の3点を重点的に取り組む。

（1 ）流域マネジメントによる水循環イノベーション　
～流域マネジメントの更なる展開と質の向上～
質の高い流域マネジメントの取組を全国的に進
めていくためには、地方公共団体等の流域関係者
が取組の目的、効果、課題等を理解・共有し、流
域全体の自然条件や社会条件を十分把握した上で、
課題に応じた施策を効果的かつ効率的に実施する
ことが重要となる。
このため、流域マネジメントに関する技術的な
助言やノウハウの提供等による地方公共団体等へ
の支援を充実する。また、地下水を含む水循環の
実態解明に関する調査研究、流域における水循環
の健全性や流域マネジメントの施策の効果等を「見
える化」する評価指標・評価手法の確立等を推進
する。この際、学識経験者等の協力を仰ぎ、調査
研究を推進することとする。

（2 ）健全な水循環への取組を通じた安全・安心な
社会の実現　～気候変動や大規模自然災害等に
よるリスクへの対応～
我が国は、その国土の地理的・地形的・気象的な
特性により、水災害、土砂災害、地震災害等の数
多くの自然災害が発生している。特に、近年、地球
温暖化による気候変動の影響等により水災害が頻発
化・激甚化するとともに、危機的な渇水リスクの高
まりが懸念されている。こうした状況の中で、大規
模自然災害等に対して人命・財産や重要な水インフ
ラの被害を防止又は最小化し、水災害、土砂災害、
地震災害等に強くしなやかな国土・地域・経済社会
を構築することが一層重要となっている。
このため、大規模な水災害、土砂災害、地震災
害等に備えるべく、災害リスクや地域の状況等に
応じて、重要な水インフラのハード対策とソフト
対策を適切に組み合わせて効果的に施策を推進す
る。また、現行の用水供給整備水準を超える危機
的な渇水を想定し、渇水によるリスクの評価に関
する調査研究、リスク管理型の水の安定供給、渇
水への対応策等に取り組む。さらに、地域の自然的・
社会的諸条件に応じて、広域連携や官民連携も活
用しつつ、水インフラの戦略的な維持管理・更新
及び耐震化を推進する。リスク評価等に当たって
は、人工衛星等による監視・観測情報や気候変動

予測などの科学的知見に基づく検討が重要である。
また、グリーンインフラの整備など、洪水や地球
温暖化の防止に寄与する森林、河川、農地、都市等
の貯留・涵養機能の持続的な発揮や地下水の保全・
涵養等を図るための取組を総合的に推進する。

（3 ）次世代への健全な水循環による豊かな社会の
継承　～健全な水循環に関する普及啓発、広報、
教育と国際貢献～
我が国の国土は、水循環と極めて密接な関係の
下に形成されており、その恩恵を大いに享受し、
長い歴史を経て、豊かな社会と独自の文化を作り
上げてきた。こうした中、我が国が育んできた健
全な水循環を次世代に継承するためには、流域の
多様な主体が連携しつつ、若い世代をはじめ国民
が水に触れ合える機会を維持・創出し、水循環に
関する意識を醸成することが重要である。また、
官民が一体となり、我が国の水循環に関する経験・
知見・技術を海外に展開するとともに、各国政府
や国際機関等と協調し、国際協力を通じて、SDGs
における目標 6や目標 13 の達成や、農村における
水管理の改善等を含む世界の水問題の解決への貢
献が重要である。
このため、官民又は関係府省庁が連携して、健
全な水循環に関する普及啓発、広報及び教育を推
進するとともに、国民の間に広く健全な水循環の
重要性についての理解と関心を深めるようにする
ため、「水の日」の認知度の向上等に取り組む。
また、水問題に関する国際会議等における情報
発信・意見交換、開発協力、我が国の技術・人材・
規格等の活用を通じて、国際協調や国際協力を一
層加速させるとともに、官民一体となった水ビジ
ネスの海外展開を促進することにより、国際的な
水問題の解決及びSDGs の達成に貢献する。

４．おわりに
次期水循環基本計画のたたき台には、本稿で紹
介した内容のほか、水循環に関する施策について
の基本的な方針や、水循環に関する施策に関し、
政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策も掲載し
ている。内閣官房水循環政策本部事務局のホーム
ページで全文を公表しているので、ぜひご覧いた
だければ幸いである。

＜引用文献＞
水循環基本計画たたき台
（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/mizu_junkan/
yuushikisha/dai5/siryou2.pdf）

１．はじめに　
熊本市は、74 万市民の水道水の水源を全て地下

水で賄っており、人口 50 万人以上の都市としては
日本唯一であり、世界でも稀有である。
また、阿蘇外輪山の西側から連なる面積約1,041㎢
の本市を含む 11 市町村（以下「熊本地域」とする）
では、人口約 100 万人の水道水源を地下水で賄っ
ている。
熊本地域では、古くから清らかな地下水に恵まれ、
様々な用途に地下水が利用されており、現在も、農
業・工業等の都市活動の重要な基盤となっている。
この豊かで清らかな地下水を水質・水量の両面

から保全し、次の世代に確実に引き継いでいくた
めの取組を紹介する。

２．熊本地域の地下水のしくみ
熊本地域では、約 27 万年前から約 9万年前にか

けて、阿蘇火山で 4度の大噴火があり、その火砕
流が厚く降り積もった大地が広がっている。この
地層はすきまに富み、水が浸透しやすい特徴を持っ
ているため、熊本地域に降った雨は、地下に豊富
で良質な水として蓄えられている。
また、約 430 年前、加藤清正公が肥後に入国し、

阿蘇から流れる白川の中流域に堰や用水路を築き
大規模な水田開発を行った。白川中流域の水田は、
水が浸透しやすいため、大量の水が浸透し、ます
ます地下水が豊富になった。
このように、阿蘇による「自然のシステム」と

清正公をはじめ先人の努力による「人の営みのシ
ステム」が組み合わさって地下水の豊富な地域と
なった。

３．地下水保全の沿革
【地下水保全都市宣言】
本市はこれまで、豊かな地下水に恵まれてきた

が、生活水準の向上や産業経済の発展等に伴い、
地下水の需要は年々増加し、湧水量が減少する等
の地下水障害が一部の地域で生じ始めた。
このような状況から、昭和 48 年度から 2か年に

わたり、本市と熊本県が共同で地下水調査を実施
し、阿蘇西麓 600 ㎢の範囲では地下水流出量がか
ん養量を上回っていることが判明した。
さらに、昭和 50 年には、本市最大の水源地であ

る健軍水源地に隣接する約 3.2ha の土地に、高層分
譲住宅団地の建設が計画されたことに対し、建設
予定地周辺の市民運動が展開された。
以上の調査や問題等に起因し、地下水に対する

市民の関心が高まり、昭和 51 年 3 月 22 日、市議
会で “限りある地下水を永久に保全し、後世まで
守り伝える” 旨の「地下水保全都市宣言」を決議
した。

【熊本市地下水保全条例】
昭和 52 年 9 月、飲料水その他市民生活に必要

な水の確保を目的とした「熊本市地下水保全条例」
が制定された。条例では、市の責務、市民・事業
者の責務、地下水採取者の責務を明確にし、井戸
開設時の届出や採取量の報告義務化など地下水採
取を適正に管理することなどを定めた。更に、硝
酸性窒素などによる水質の悪化がみられたことか
ら、地下水を水質・水量の両面から全面保全して
いくために、平成 19 年 12 月に同条例を改正した。
条例では、将来にわたり、恵まれた水環境を守っ

「地下水都市・熊本」を次世代に引き継ぐために
熊本市環境局環境推進部水保全課普及啓発班　主幹兼主査　岡内ゆりか

（熊本地域 11 市町村）

（熊本地域の地下水のしくみ）
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